






























































































































































農　民 443，800 99．4 2，700 0．6 445，500
農業労働者 324，400 99．0 3，300 1．0 327，700
手工業 79，200 64．5 43，500 35．5 122，700
小売業 135，600 81．0 31，800 19．0 167，400
非熟練労働者 372，400 87．3 54，300 12．7 426，700
軍・警察 69，200 68．3 32，100 31．7 101，300
自由業，上級職 12，800 54．9 10，500 45．1 23，300
中間管理職 38，800 33．6 76，800 56．4 115，600
管理職 2，400 18．2 10，800 81．8 13，200
熟練労働者 65，200 49．5 66，600 50．5 131，800
家庭労働 60，000 74．3 20，700 25．7 80，700











































































人　　数 面　　積 人　　数 面　　積
10ヘクタール以下 7，432 21，462 438，483 1，378，500
10～50ヘクタール 5，585 130，968 167，170 3，185，800
50～100ヘクタール 2，635 181，622 16，580 1，096，100
100ヘクタール以上 4，385 2，332，239 8，499 1，688，800






















































































































































































公共投資 263，110 53，620 41，140 22，550380，420
空港施設 40，000 17，080 18，230 3，952 79，262
通信設備 29，270 16，564 13，530 3，280 62，644
社会資本投資：
水利施設 65，000 40，162 43，628 17，468 166，258
電気 19，320 10，500 11，77041，590
都市化，住宅建設 4，250 22，346 22，720 11，240 60，556
社会設備 3，690 6，108 7，192 5，50022，490
金融支援 1，500 3，500 13，200 18，200
調査・その他 4，500 7，120 14，410 8，740 34，770



























































































会社名 権益比率（％） Sopeg 25 Camel 26
ASCOOP 50 Sothra 51．25 Somalgaz 50
S．N．Repal 50 ハッシルメル 100 Somens 50
C。RE．P．S． 2．43 一スキクダ間 Comes 25
C．A．RE。P． 18．04 ハッシムサウド 100
S．E．H．R． 25．5 一アルズゥ間






Alfor（1966）51 Alreg 51 アソモニア精製：アルズゥ








年 輸出 炭化水素の輸出（輸出に占める比率％） 輸入
1963
1964
1965
1966
1967
1968
1969
1970
3，747
3，588
3，145
3，069
3，571
3，872
4，611
4，980
2，167
1，933
1，690
1，818
2，605
2，669
3，290
3，505
（57．8）
（53．8）
（53．8）
（59．1）
（72．9）
（68．9）
（71）
（70）
3，432
3，471
3，312
3，153
3，151
3，528
4，981
5，205
出所：Tayeb　Said－Amer，　Le　developpement　industriel　de　1’Algerie　bilan　de　l’industrialisation，
　　Editionsanthropos，　M6jannes－les－Al6s，　P．46．
表し，ゲティ社との合意を下地にした新炭化水素法を定め，以降，アルジェリアで活動する外国企業
は，Sonatrachとの提携が義務付けられた。その際，　Sonatrachの資本参加比率は51％以上と定めら
れ，アルジェリアで行われる炭化水素資源に関するいかなる活動も同公団の監督下に置かれることに
なった。ここにフランス優位に支配していたサハラでの地下天然資源の採掘権をアルジェリアが完全
に奪取し，独立以来長く続いたフラソスとの「石油戦争」に終止符が打たれた51。
結びにかえて
　1965年6月19日夜半，ブーメディエン大佐は，あらかじめベン・ベラ大統領私宅を軍によって包
囲し，クーデタを決行する。決行に際して1人の犠牲者もださぬ無血クーデタであった52。また，政
権交代による市民の分裂はなかった。クーデタ決行前後，ブーメディエソ大佐はべン・ベラ政権を指
して「暴君」，「病的なまでの権力への執着」，「政党派閥の影の主謀老」，「政治的ナルシスト」，「無責
任，端的には世間に対する隔着と扇動的奇術師」といったように言葉の限りをつくした批判を繰り広
げているが53，ブーメディエンが掌握した政権もまた，強力な国家権力・機構の確立，厳格な計画経
済をつうじた工業化であり，FLNと軍部の一極集中による国家支配の状況はべン・ベラ時代のそれ
と変化するわけではない。長い植民地支配の後，経済・社会とも荒廃の極みに達していたアルジェリ
アにとってカリスマ的で強力な指導者の出現を時代とともに，何よりもアルジェリア国民が要請して
いたのである。そのなかで頭角を現したのがベン・ベラであり，ブーメディエソであった。
　ブーメディエン大統領が70年代に遂行した重工業化政策に関しては，稿を改めて検討していきた
いが，突如死去する1979年までの15年間，第1次4力年計画（1970～73年），第2次4力年計画
（1974～77年）をつうじてアルジェリアではGDPの50％を占める膨大な国内投資が行なわれ，　GDP
平均成長率6．4％という驚異的な経済成長を遂げる。他方，国際舞台においてもブーメディエソ大統
領は第三世界の旗手として活躍し，それまで国際経済秩序の中核を形成してきたIMF・GATT体制
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の構造変革と「新国際経済秩序」（NIEO）樹立を打ち出し，北側先進諸国との闘いを宣言する。
1974年4月，ブーメディエン大統領提案のもとに急遽開催された第6回国連資源特別総会では，「新
国際経済秩序樹立に関する宣言と行動計画」を採択し，ブーメディエン大統領は，同総会における討
論会で以下のように国際経済秩序を糾弾した。現在の国際経済秩序は「世界経済のすべての実権を高
度工業国という少数派が握っており，開発途上国から輸入する原材料および開発途上国に輸出する商
品およびサービスの価格を自己の意のままに決定できる状況にある。人類の大多数の者の眼には，現
存の経済秩序は植民地主義秩序と同様に不正かつ時代遅れのものとして映っており，第三世界のすべ
ての国の開発と進歩に対する希望を大きく妨げるものである」54。その前年（73年）には，いわば南
側諸国からの異議申し立てともいえる「石油戦略」の発動による石油危機が勃発しており，また，
74年には第3世界の天然資源恒久宣言（ラホール宣言），75年にはECとACP諸国間で第1次ロメ
協定が締結された。かかる70年代の資源ナショナリズムの高まりのなかで，アルジェリアの輸出に
占める炭化水素部門の比率は92％（1974年）に達し，単一資源輸出国へ決定的に転化していく。こ
の傾向は，2003年現在でも基本的に変化していない。それどころか，かつて国民経済独立，資本主
義世界体制からの離脱を実現し，社会主義への移行を実践するための戦略的武器として重要な役割を
担った地下天然資源は，現在では世界経済統合に向けたWTO加盟，　EUとの経済協力構築の受け入
れ態勢を整えるための道具と化し，国営企業の全面的再編成と民営化を模索している。別稿で検討し
たように，ブーテフリカ（Abdelaziz　Boute且ika）大統領は1999年以降，地下天然資源をはじめ，公
共サービス，郵政・通信分野といった経済の中核を支える基幹産業の民営化政策を打ち出し，2001
年3月政府は炭化水素改正法を提出し，Sonatrachを実質的な民間企業へと移行させようとしてい
る。アルジェリアの経済基盤の根底を切り崩す可能性のある同法に対し，アルジェリア労働総同盟
（UGTA－Union　g6n6ral　des　travailleurs　alg6riens）をはじめ国民の猛烈な反対にあい同法の審議は
ペンディングに至っているが，政府は同法の可決に向けて準備を進めており，改正法の公布の可能性
が完全になくなったわけではない55。
　本稿ではフランス植民地統治時代の若干の検討を加え，独立直後のアルジェリアの政治経済の変遷
過程を論究してきたが，現在にいたっても共通して指摘できる同国の特徴は，J・シュノーが的確に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キャブティフ表現しているように「世界経済システムから経済責務をおしつけられた囚われ人」ということであ
る56。決定的な敗北を期した第三世界主義者はもはや具体的な処方箋を提示することができず，現在
のアルジェリアでは，国営工業部門は壊滅し，ストと社会不安が拡延し，国内市場は国際市場に翻弄
される無秩序＝バザール経済に陥っている。かつて青年将校達が武装蜂起した同国で，こうした現状
はあまりにも無残である57。
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